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国内体育・スポーツ関連組織における「環境への配慮」の

意識高揚・普及に関する研究

―オリンピック・ムーブメントにおける環境保護に関する指針および対策の事例に着目して―

 
 

石塚 創也

 
 

抄 録

1970 年代以降、国際的な環境問題への対策に関する機運が高まり始めた。1992 年に開催された「環境と

開発に関する国連会議」では、「環境保護」を包摂する「持続可能性」を向上させるための行動計画が提案さ

れた。この国際的動向において、スポーツは例外ではない。その最も有名な団体の一つである IOC は最大限

の環境保護対策を求められている。 
本研究では、1)IOC が主導するオリンピック・ムーブメントにおける環境問題やその対策および方針、2)

日本体育協会と JOC の「環境への配慮」に関する方針、以上の 2 点について検討した。結論として、国内

体育・スポーツ関連組織における「環境への配慮」あり方について探求した。 
IOC と JOC は、環境保護のための部署を設置し、具体的な方針を掲げている。その一方で、日本体育協

会は、関係部署を設置しておらず、明確な方針を提示していない。とはいえ、日本体育協会は、2018 年以降

の 5 カ年計画の中で、1)環境保護・教育に関する部署の設置、2)スポーツ医・科学推進の一端として持続可

能性の向上に資する研究成果の提供、の 2 点を掲げている。 
国内体育・スポーツ関連組織は、持続可能性の向上のため、「環境への配慮」に取り組む必要があるとい

える。特に「スポーツの統一組織」と自負している日本体育協会においては、委員会・部会を設置すること

や、具体的な方針を示すなどの対応が必要であるといえよう。 
 
キーワード：環境保護，環境保全，持続可能性，オリンピック，
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Study on awareness and spread of consideration for the environment 
in domestic sport organizations  

―Focusing on examples of environmental conservation  

guidelines and measures in the Olympic Movement― 

 

Soya Ishizuka* 

Abstract 

The international community has been taking the environment into consideration since the 1970s. 
A guideline on improving sustainability that included environmental conservation was proposed at the 
United Nations Conference on Environment and Development (UNCED) held in 1992.The sport com-
munity is no exception to this international trend. The International Olympic Committee (IOC), which 
is one of the most well-known sport organizations, is required to undertake maximum environmental 
conservation measures. 

This study examined the following two points: (1) environmental issues,  measures and policy in 
the Olympic Movement by the IOC, and (2) environmental policies of the Japan Sports Association 
(JASA) and the Japanese Olympic committee (JOC). In its conclusion, this study also explored the fu-
ture direction of environmental consideration in sport organizations in Japan.  

The IOC and JOC have committees and subcommittees and have concrete policies for environmen-
tal protection. On the other hand, the JASA does not have any committees or subcommittees and it does 
not present any concrete policies. Nonetheless, the JASA includes two points in its five-year plan that 
starts in 2018: (1) establishment of committees or subcommittees on environmental conservation and 
environmental education, and (2) provision of research results that contribute to the improvement of 
sustainability as a part of promotion of sport medicine and sciences. 

All organizations involved in sports need to address consideration for the environment in order to 
improve sustainability. Above all, the JASA, which is proud to be a unified organization of sport, needs to 
take measures such as establishing committees or subcommittees on environmental conservation im-
mediately and to establish concrete policies at the earliest possible time. 

 
Key Words：environmental conservation，sustainability，Olympic,  IOC 
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．はじめに

1972年、国際的な視野をもって環境問題への対策を

行う機運が高まり、国連環境計画（United Nations 
Environment Programme）が設置された（国際自然

保護連合ほか, 1995）。しかしながら、国際的な環境問

題への対策に関する機運が高まり始めたものの、大気

汚染や過剰な森林破壊など、環境問題が悪化したこと

が明らかになってきた。そこで、1992年に開催された

「環境と開発に関する国連会議」では、「持続可能な発

展“sustainable development”」のための行動計画が提

案された（小谷野，1997）。「持続可能な発展」とは、

環境保護を開発過程の不可分の部分として開発を行う

ことである。今日では、「持続可能な発展」は「持続可

能性 “sustainability”」とも呼称され、従来よりも広

い領域や分野を対象としている（国立環境研究所，

2013）。 
また、上記の国際的な動向は、スポーツ界を例外と

はしておらず、その最も有名な団体の一つである国際

オリンピック委員会（International Olympic Com-
mittee; 以下、“IOC”と省略する）は、国際的なイベン

トを主催する団体の社会的責任として最大限の環境保

護対策を求められるようになった（大津，2012）。IOC
は、1990年代以降、自身が主導するオリンピック・ム

ーブメントにおける基本理念の柱の一つに「環境」を

掲げ（Cantelon and Letters, 2000)、環境問題に積極

的に関与するようになった(Chappelet, 2003)。さらに、

IOC が発行している 1996 年版以降の「オリンピック

憲章」（IOC，1996）には、オリンピック・ムーブメ

ントに関わる全ての人々にとって「持続可能性」の向

上が重要であることが記載されている。 
以上のように、国際的な体育・スポーツ関連組織に

おいては、環境保護や持続可能性を重要視することが

掲げられている。ところで、国内における体育・スポ

ーツ関連組織においては「環境への配慮」についてど

のように扱われているのだろうか。 
例えば、日本体育協会は、同協会が策定した「21世

紀の国民スポーツ推進方策―スポーツ推進 2013―」

（以下、「スポーツ推進 2013」と省略する）の中で、

「『環境と共生の時代を生きるライフスタイル』の創造

への寄与」や「自然環境や都市環境・空間とのかかわ

りを重視した環境との共生を育むスポーツが体験でき

る機会の提供」を掲げている（日本体育協会，2013）。
しかし、この方策は、IOCが提案した「オリンピック・

アジェンダ2020」に示されているような内容とは異な

り、具体的な対応策は示されていない。また、国内に

おいては、大津,（2016，2015）や石塚（2017，2016）
がスポーツにおける環境保護に関する研究を行ってい

るが、国内体育・スポーツ関連組織における「環境へ

の配慮」に着目し、その改善点等を追究した研究はみ

られない。

．目的

本研究では、まず、これまでの国際オリンピック委

員会（IOC）が主導するオリンピック・ムーブメント

における環境問題やその対策の事例について整理にす

る。次に、国内における体育・スポーツ統括組織であ

る日本体育協会と日本オリンピック委員会（以下, 
“JOC”と省略する）の「環境への配慮」に関する方

針を明らかにする。最後に、本研究成果に基づき、国

内体育・スポーツ関連組織における「環境への配慮」

あり方について検討する。 

．方法

本研究では、1)文献調査、2)実地調査の２点を行う。

第一に、IOCが主導するオリンピック・ムーブメント

における環境問題とその対策を整理するため、主に石

塚（2017，2016）の研究成果に基づき、オリンピック・

ムーブメントにおける主な環境問題に関する年表を作

成する。また、近年における IOCの主な対策について

も明らかにする。ここでは、現在オリンピック大会会

場において行われている「環境への配慮」についても、

現地での視察結果を基に提示する。 
第二に、日本体育協会と JOC による「環境への配

慮」に関する方針について、それぞれが発行した既往

文献から明らかにする。なお、筆者は、日本体育協会

に対し、本研究期間中に「環境への配慮」に関する部

署の設置や具体的な方針を掲げるよう提案を行った。

その結果、同協会の方針に反映された内容も存在する

ため、本稿にて紹介することとする。 

．結果及び考察

． ．オリンピック・ムーブメントにおける環境問題

先行研究の成果に基づき、オリンピック・ムーブメ

ントにおける主な環境問題（1932-1994）に関する年

表（表 1）と、IOC による環境問題への主な対応

（1991-2015）（表2）を作成した。 
 
． ．IOCにおける「環境への配慮」に関する方針

IOCにおける「環境への配慮」に関する方針につい

ては、「オリンピック憲章」や、2014年に発表した「オ

リンピック・アジェンダ2020」などに記載されている。 
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表 オリンピック・ムーブメントにおける主な環境問題（ ）

 
 

表 による環境問題への主な対応（ ）

 
 

本研究では、前記2点について提示することにする。

IOC が発行し、JOC がホームページ等で発表してい

る最新版のオリンピック憲章には、「環境への配慮」に

関する方針について「IOCの使命と役割」の一つとし

て、「環境問題に対し責任ある関心を持つことを奨励し

支援する。またスポーツにおける持続可能な発展を奨

励する。そのような観点でオリンピック競技大会が開

催されることを要請する」と記載されている（JOC，
2016a）。 
また、IOCが2014年に発表したオリンピック･ムー

ブメントの将来構想であるアジェンダ2020には、「環

境への配慮」に関し、表3のような記載がある（JOC, 

2016b）。以上のことから、IOCは、自ら積極的に「環

境への配慮」を行うため、具体的な方針を掲げている

ことがわかる。 
 
． ．現在の「環境への配慮」―平昌大会の事例―

2018 年2月8日から13日の日程で、第23回オリ

ンピック冬季競技大会におけるアイスホッケー会場 
“Kwandong Hockey Centre”およびモーグル会場

“Phoenix Snow Park”の視察を行った。 
アイスホッケー会場では、再生紙で作られた分別を

促すゴミ箱の設置や、室内に植木が施されていた。モ

ーグル会場では、同様のゴミ箱が設置されていた。な 
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表 アジェンダ における「環境への配慮」に関する記述

 
表 日本体育協会「スポーツ推進 」における「環境への配慮」に関する方針

 
 
お、競技運営関係者に確認したところ、ゲレンデは人

工雪で設営されていた。 
国際競技規格に合致し、かつ天然雪で開催できるゲ

レンデは世界的にみても減少しているといわれている。

今後、冬季オリンピック大会の開催方法については、

ローテーション開催案や分散開催案を含め、議論する

必要があるといえるだろう。 
 
． ．日本体育協会における「環境への配慮」

日本体育協会における「環境への配慮」に関する方

針については、スポーツ推進 2013 に散見される（日

本体育協会，2013）。その内容を表4に示す。 
また、日本体育協会は、「国民体育大会」などより具

体的なイベント事業においても「環境への配慮」を求

めていくことを提示している。特に注目すべき点とし

て、「国民体育大会の改善・充実」においては、「冬季

大会の冬季大会の安定的な開催に向けた取り組み」の

1 つとして「冬季競技開催可能な施設を有している都

道県の協力を得て開催県のローテーション化の確立等

を含め、安定的な開催に向けた取り組みを行う」と記

述されている。さらにここでは、自然環境や都市環境

のより豊かな保全に向けて「国体の森(仮称)」構想(競
技会場地等への植栽事業)の取り組みについて検討・実

施する」と述べられている（日本体育協会，2013，
pp.60-61）。 
他方、「スポーツ施設の運営支援」においては、「競

技場・運動場の芝生化促進ムーブメントの推進」とし

て、「地球にやさしい環境づくりの一環として、競技

場・運動場の芝生化促進について、加盟団体等との連

携を図りつつ、全国的なムーブメントを推進するため

の取り組みについて検討・実施する」と記述されてい

る（日本体育協会，2013，p.68）。しかし、日本体育 
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表 日本体育協会「スポーツ推進 」における「環境への配慮」に関する方針①

 
表 日本体育協会「スポーツ推進 」における「環境への配慮」に関する方針②

 
表 における「環境への配慮」に関する方針

 
 

協会は、「環境への配慮」の方針について「スポーツ推

進 2013」の中でいくつか提示しているものの、IOC
や JOC と比較すると明確な対策が提示されていると

はいえない。 
その一方で、2017年1月10日の日本体育協会理事

会で承認された「スポーツ推進2013」の改訂版である

「日本体育協会スポーツ推進方策2018」（以下、「スポ

ーツ推進2018」と省略する）には、「環境への配慮」

に関し、表 5 ように記載された（日本体育協会,2018, 
p.27）。なお、表 5 の内容は、研究期間中に筆者が提

案し、承認されたものである。 
また、「スポーツ推進2018」には、資料編「21世紀

の国民スポーツ推進方策―スポーツ推進 2013―の検

証と評価」として、「スポーツ推進2013」該当期間で

ある2013～2017年の「評価」、「取組の達成状況と成

果」、「評価と今後の課題」が記載された（日本体育協

会，2018，p.50，55）。「環境への配慮」に関する内容

を表6に示す。なお、下記の部署や委員会の設置やそ

の他の記述については、事業担当部署によって提案さ

れたものであるが、筆者も研究期間中に提案した。 
 
． ．JOCにおける「環境への配慮」

JOC における「環境への配慮」に関する方針は、

原則 IOC の方針に準拠しているといえよう。JOC の

公式ホームページには、「JOC 環境方針」として表 7
のように記載されている（JOC，2018）。 

また、JOCは、「スポーツ環境専門部会」を設置し、

「環境への配慮」のため、1）JOC スポーツ環境アン

バサダーの設置、2）I OC発行の資料の和訳公開、3）
JOC スポーツと環境・地域セミナーの開催、4）スポ

ーツと環境担当者会議の開催、5）スポーツと環境に

関するレクチャー資料の公開、など様々な活動を行っ

ている（JOC，公式HP）。 

．まとめ

本研究では、これまでの国際オリンピック委員会

（IOC）が主導するオリンピック・ムーブメントにお

ける環境問題やその対策の事例について整理した上で、

国内における体育・スポーツ統括組織である日本体育

協会と JOC の「環境への配慮」に関する方針を明ら

かにした。また、オリンピック大会会場の視察を行い、

そこでの環境保護対策について調査を行った。 
IOC および JOC においては、環境保護のための委

員会・部会の設置や、具体的な方針が掲げられ、また、
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オリンピック大会会場においては、再生紙で作られた

ゴミ箱の設置など、環境保護対策が行われていた。そ

の一方で、日本体育協会においては、委員会・部会は

設置されておらず、具体的な方針はほとんど提示され

ていないことが明らかになった。とはいえ、日本体育

協会における 2018 年以降の 5 カ年計画には、筆者の

提案も一助となり、1）環境保護・環境教育に関する

委員会・部会の設置、2）スポーツ医・科学推進の一

端としての環境保護等の持続可能性の向上に資する研

究成果の提供、の2点が明記された。 
以上のことから、国内の体育・スポーツ関連組織は、

持続可能な運営のため、「環境への配慮」に取り組む必

要があるといえる。特に、「わが国、国民スポーツの統

一組織」と自負している日本体育協会は、IOCやJOC
と比較すると、「環境への配慮」に関する対応が遅れて

いる状況にある。そのため、委員会・部会の設置等を

早急に行い、具体的で明確な方針を示すなどの対応が

必要である。日本体育協会がこの第一歩を踏み出すこ

とができれば、より多くのスポーツに関わる人々が「環

境への配慮」を意識する契機となり、延いてはスポー

ツの持続可能性の向上に繋がるのではないだろうか。

現時点では、まずは「環境への配慮」に向けた基盤を

整えなければならないという最初期段階であると言わ

ざるを得ない。 
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